
～平成20年10月31日から実施～ 

「高度地区」の拡充 

建物の高さのルールが変わります 

平成20年6月 

名古屋市 

●お問合せ・ご質問等は下記へお願いします。 

〒460-8508　名古屋市中区三の丸三丁目1-1 
TEL　052-972-2713　FAX　052-972-4164

名古屋市住宅都市局 
都市計画部都市計画課 

このパンフレットは、古紙パルプを含む再生紙を使用しています。 
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秩序ある良好なまちなみの形成を目指します 

市のほぼ全域に、建物の高さのルールである「高度地区」を拡充します。 

　名古屋市では地域にふさわしくない極端な高層建築物を制限し、秩序ある良好なまちなみを形成するため、建物の
高さを制限する「高度地区」の拡充を行います。 
　平成20年3月に開催された名古屋市都市計画審議会での審議を経て決定し、平成20年10月31日に告示・施行
することとなりました。 

Ⅰ.指定区域を拡大します 
●これまでは市域の約3割に指定していましたが、
都心部などを除いて市域の約8割に拡大します。 

Ⅱ.新たなメニューをつくります 
●「一般住宅地」や「住宅と店舗や工場などが混在す
る地域」は10階程度、また、「広い幹線道路沿いの
地域」などは14～15階程度までとします。 
●「一般住宅地」については北側隣地の日当たりな
どに配慮する制限とします。 

基本的な考えは？ 

7.5m

北 
1.5

1

北側の隣地の日当たりを 
確保する斜線制限 

建物の絶対高さを 
決める制限 

北側の隣地境界線 
（前面道路反対側の北側境界線） 

建物の絶対高さ制限に加え、北側の隣地に
配慮した斜線制限がかかります。 

　市街地の環境を維持するため、建物の高さのルールを都市計画として定めるものです。現在、建物の高さ
の上限を制限するものとして、10m・15m・20m高度地区の3種類のメニューがあります。 
　例えば20m高度地区は下図のような制限となります。 

　近年、建築技術の進歩や建築基準法の緩
和などにより、高層マンションが数多く建ち、
周囲の戸建て住宅などと調和がとれないケ
ースが見られるようになりました。 
　このため建物の高さには一定のルールが
必要と考えました。 

　極端な高層建築物を制限することに
より、秩序ある良好なまちなみを形成
することや、住宅地の居住環境を維持
することができます。 

高度地区とは？ なぜ必要なのですか？ 

（例）２０ｍ高度地区 

住宅専用の地域は 
現行の指定を維持 

（10m･15m･20m高度地区） 

都心部・駅付近地は 
制限なし 

一般住宅地は 
日当たりに配慮して 
10階程度まで 

広い幹線道路沿いの地域は 
14～15階程度まで 

住宅と店舗や工場などが 
混在する地域は 
10階程度まで 

20m

どのような効果があるのですか？ 
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高度地区　区域図 

●市域の約8割の区域に高度地区を指定します。 
（　　・　　・　　・　　の色がついている地域に拡大します） 

●白色の区域には指定しません。 
（商業地域、指定容積率400%以上の地域、工業専用地域、 

  市街化調整区域） 

絶対高４５ｍ高度地区 

４５ｍ高度地区 

絶対高３１ｍ高度地区 

３１ｍ高度地区 

新
設
高
度
地
区 

最低限高度地区 
（　　　については指定削除） 

２０ｍ高度地区 
（　　　については新規指定） 

近商・準工 

2住・準住 

近商・準工・工業 

1住・2住・準住 

300％ 

300％ 

200％ 

200％ 

（建物の不燃化を促進する区域） 

1中高・2中高、 
1住・2住・準住の一部 

1中高・2中高・1住の一部 

1低・2低 

150～200％ 

150～200％ 

50～150％ 

１５ｍ高度地区 

１０ｍ高度地区 

現
行
高
度
地
区 

１　低 ： 第1種低層住居専用地域 
２　低 ： 第2種低層住居専用地域 
１中高 ： 第1種中高層住居専用地域 
２中高 ： 第2種中高層住居専用地域 
１　住 ： 第1種住居地域 
２　住 ： 第2種住居地域 

■用途地域の略称 準　住 ： 準住居地域 
近　商 ： 近隣商業地域 
商　業 ： 商業地域 
準　工 ： 準工業地域 
工　業 ： 工業地域 
工　専 ： 工業専用地域 

用途地域 高度地区の種別 指定容積率 

○用途地域とは、住宅や店舗、工場など

建てられる建物の種類を制限するも

ので、住居系7種・商業系2種・工業系

3種の12種類の制限があります。 

○指定容積率とは、建てられる建物の

延べ面積を制限するもので、建物の

敷地面積に対しての割合で表されます。 
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高度地区　制限の内容 

新設高度地区 

現行高度地区 

　用途地域・指定容積率や市街
地の現況等をふまえ、段階的に
建物の高さの設定を行います。 

20m

7.5m

北側の隣地境界線 

■指定区域（中層の住宅地など） 
●原則として、第１種・第２種中高層住居専用地域の区域 
●隣接する低層住宅地の居住環境に配慮する区域 

■指定区域 
●建物の不燃化を促進する区域 

10m
5m

1.5

1

北側の隣地境界線 

１０ｍ高度地区 

最低限高度地区 

１５ｍ高度地区 

■指定区域（低層の住宅専用の地域） 
●すべての第１種・第２種低層住居専用地域の区域 

３１ｍ高度地区 絶対高３１ｍ高度地区 

■指定区域（周辺の道路がせまい住宅地など） 
●原則として、都市基盤の整備水準が低く、建物の高層化
を抑制する区域 
●風致地区の環境に配慮する区域 

商
業
・
近
商
・
二
住 

制
限
な
し 

※ 

400 
以上 

－ 

近
商
・
準
工 

300

絶対高45m 
高度地区 

二
住
・
準
住 

300

４５m 
高度地区 

近
商
・
準
工
・
工
業 

200

絶対高３１m 
高度地区 

一
住
・
二
住
・
準
住 

200

３１m 
高度地区 

一
住
・
二
住
・
準
住
の
一
部 

一
中
高
・
二
中
高 

１５０ 
～２００ 

２０m 
高度地区 

一
住
の
一
部 

一
中
高
・
二
中
高
・ 

１５０ 
～２００ 

１５m 
高度地区 

一
低
・
二
低 

５０ 
～１５０ 

１０m 
高度地区 

用
途
地
域 

10m
15m
20m

31m

45m

現行高度地区 新設高度地区 

1.5

1

15m

7.5m

北側の隣地境界線 

1.5

1 ４５ｍ高度地区 絶対高４５ｍ高度地区 

■指定区域（一般住宅地の幹線道路沿いの地域など） 
●第２種・準住居地域の指定容積率３００％の区域 

■指定区域 
（住宅と店舗や工場などが混在する地域） 
●近隣商業地域、準工業地域、工業地域
の指定容積率２００％の区域 

■指定区域 
（住宅と店舗や工場などが混在する地
域の幹線道路沿いの地域など） 
●近隣商業地域、準工業地域の指定容積
率３００％の区域 

北 

■指定区域（一般住宅地） 
●第１種・第２種・準住居地域の指定容積率２００％の区域 
（現行高度地区の指定区域を除く） 

２０ｍ高度地区 

建物の各部分を7m以上とする 

これらの現行高度地区は 
そのまま維持します。 

31m

31mの絶対高さ制限のみ 

高度地区の 
種別 

指定 
容積率 

45m

45mの絶対高さ制限のみ 

1

1.25 31m

10m

10m

1.5

1

北側の隣地境界線 

最高限度は31mで 
10階程度 北側の隣地境界から 

斜線制限がかかる 

10m

10m

1.5

1

北側の隣地境界線 

1

1.25

45m

北側隣地直近では 
3～6階程度まで 

北側の隣地から離れると 
最高45mまで建てられる 

北 

北 

北 

北 

（※商業地域、指定容積率400%以上の地域、工業専用地域、市街化調整区域には指定しません。） 


